
４.障がい者支援について 

 （３）特別支援学校生徒の進路 

 

来年度の障がい者の法定雇用率は、２．

３％から２．５％に上がり、対象事業主は、

43.5 人から４０人以上に拡大され、本県の

対象事業所は令和５年６月現在の４１３２社か

ら５００社程度増えることとなります。特別支

援学校の就職率は障がい者就労支援 A 型を含めて４０％です。６割の生徒は、就

労支援 B 型や移行支援事業所などの福祉施設等に進んでいます。県教委は可能

な限り一般就労を目指すとしています。私達もその趣旨に大いに賛同し、達成の

ために質問します。 

まず、職場開拓についてです。 

特別支援学校の職場開拓については、外部の就職指導員が各特別支援学校に

一人いて活動していましたが、現在は、廃止となっています。６年度予算案には、

「特別支援学校生徒の希望する進路を実現」するために、就職支援サポーターが

復活配置すると示されています。就労支援サポーターの役割と人数をお答えくだ

さい。 

次に、「特別支援学校生徒の希望する進路を実現」するという目標を達成する

ため、来年度特別支援学校に設置される就職支援サポーターが、県や福岡労働局、

障がい者就労支援団体等と情報交換ができるテーブルを用意するよう提案しま

すが知事の答弁を求めます。 

 

【吉田教育長の答弁】 

 



①就職支援サポーターの役割と人数について 

県立特別支援学校に配置予定の就職支援サポーターには、就職先や現場実習先の新規開拓、

企業の人事担当者を特別支援学校に招いての職業教育見学会の企画運営、職場定着のための

アフターケアを行っていただくことを考えています。このような役割を担う就職支援サポー

ターを、県内 6地域の拠点校に各 1名、計 6名を配置する予算をお願いしています。 

 

【服部知事の答弁】 

②就職支援サポーターと障がい者就労支援団体等との情報交換の場の設置について 

県では、障がいのある方に対する就労支援を関係機関で協力し効果的に実施するため、県

内 13 か所の障害者就業・生活支援センターにおいて、福岡労働局、就労移行支援事業所、

医療機関などが出席する連絡会議を定期的に開催しており、特別支援学校も参加しています。 

この会議では、各機関の役割や連携方法をはじめ、就労や職場定着における具体的な支援事

例について情報を共有し、障がいのある方の効果的な就労支援につなげています。 

来年度から県立特別支援学校に配置を予定している就職支援サポーターは、生徒の就職先

や現場実習先の新規開拓や職場定着のためのアフターケアを行うこととしており、連絡会議

にも出席し、関係機関と積極的に情報交換してまいります。 


